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※　（財）こども未来財団　「子育て家庭の経済状況に関する調査研究」（Ｈ18年2月）
　を元に作成

可処分所得に占める子育て費用の割合の年齢別推移

①子ども２人
②就学パターン（幼稚園～大学まですべて公立）
③保育所：通わない
④夫の収入：男子労働者の学歴計
⑤妻：専業主婦
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収入認定における特定扶養控除について 

 

○収入認定 

  入居資格の判定や家賃の算定の基礎となる「収入」を，入居者からの収入

の申告に基づき，所得税法に準じて算出し，認定すること。 

 

○特定扶養控除 

  収入認定では，所得税法に準じて各種の人的控除が設けられている。 

そのうち，１６歳以上２３歳未満の扶養親族については，全ての扶養親族

に適用される控除に加えて，一人当たり２５万円の上乗せ控除がある。 

※ 所得税法では，特定扶養控除の対象年齢は，１９歳以上２３歳未満となっており，

本措置は，公営住宅法独自の措置。 

 

【参考】 

 公営住宅法施行令 

（用語の定義） 

第１条 （略） 

  収入 入居者及び同居者の過去１年間における所得税法（昭和４０年法律第３３

号）第２編第２章第１節から第３節までの例に準じて算出した所得金額（給与所得

者が就職後１年を経過しない場合等その額をその者の継続的収入とすることが著し

く不適当である場合においては，事業主体が国土交通大臣の定めるところにより認

定した額とし，以下「所得金額」という。）の合計から次に掲げる額を控除した額を

１２で除した額をいう。 

イ 同居者又は所得税法第２条第１項第３３号に規定する控除対象配偶者（以下こ

の号において「控除対象配偶者」という。）若しくは同項第３４号に規定する扶養

親族（以下この号において「扶養親族」という。）で入居者及び同居者以外のもの

１人につき３８万円 

   （略） 

ハ 扶養親族が１６歳以上２３歳未満の者である場合には，その扶養親族１人につ

き２５万円 

   （以下略） 
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子どもの年齢別世帯数（平成２２年国勢調査） 

 

○京都市 

 

 
総数 

（世帯） 

一般世帯に

占める割合

6歳未満のいる 

一般世帯との比較 

一般世帯数 680,634 － －

（再掲）6歳未満世帯員のいる一般世帯 50,970 7.49% －

（再掲）12 歳未満世帯員のいる一般世帯 87,704 12.89%
約 1.7倍 

(+36,734 世帯) 

（再掲）15 歳未満世帯員のいる一般世帯 105,945 15.57%
約 2.1倍 

(+54,975 世帯) 

（再掲）18 歳未満世帯員のいる一般世帯 123,879 18.20%
約 2.4倍 

(+72,909 世帯) 

（再掲）20 歳未満世帯員のいる一般世帯 146,648 21.55%
約 2.9倍 

(+95,678 世帯) 

 

 

○全 国 

 

 
総数 

（世帯） 

一般世帯に

占める割合

6歳未満のいる 

一般世帯との比較 

一般世帯数 51,842,307 － －

（再掲）6歳未満世帯員のいる一般世帯 4,877,321 9.41% －

（再掲）12 歳未満世帯員のいる一般世帯 8,463,415 16.33%
約 1.7倍

(+3,586,094 世帯)

（再掲）15 歳未満世帯員のいる一般世帯 10,234,715 19.74%
約 2.1倍 

(+5,357,394 世帯)

（再掲）18 歳未満世帯員のいる一般世帯 11,989,891 23.13%
約 2.5倍 

(+7,112,570 世帯)

（再掲）20 歳未満世帯員のいる一般世帯 13,306,961 25.67%
約 2.7倍 

(+8,429,640 世帯)
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本市の主な子育て支援事業 

 

子育て支援事業 対象児童 

幼児二人同乗用自転車貸出事

業 

満１歳以上６歳未満の幼児を２人以上養育

している世帯 

昼間里親 ３歳未満（僻地の昼間里親は小学校就学前）

学童クラブ事業 
小学校１年生から３年生（障害のある児童は

４年生まで） 

放課後ほっと広場（学童クラブ

機能）事業 

小学校１年生から３年生（障害のある児童は

４年生まで） 

放課後学び教室 小学生 

ファミリーサポート事業 満１２歳まで 

ショートステイ 小学校終了前まで 

トワイライトステイ 小学生 

病児・病後児保育 小学校３年生まで 

第三子以降産前産後ヘルパー

派遣事業 
小学生以下２人以上で３人目の出産前後 

子ども医療費支給制度 小学生以下（入院のみ。通院は小学校就学前）

児童館 １８歳未満 

児童扶養手当 １８歳年度末まで（ひとり親世帯） 

母子寡婦福祉資金貸付 ２０歳未満（母子世帯等） 

児童手当 １５歳年度末まで 
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子どもがいる世帯の収入及び支出の状況 

 

○世帯主だけが働いている世帯 

（単位：円） 

 

夫婦と子供が１人

の世帯 

夫婦と子供が２人

の世帯 

夫婦と子供が３人

以上の世帯 

年間収入（年） 6,181,000 6,617,000 6,586,000

消費支出（月） 292,865 309,710 326,081

消費支出（年） 3,514,380 3,716,520 3,912,972

支 出 ／ 収 入 56.9% 56.2% 59.4%

教育費（月） 14,744 32,786 44,247

 

 

○世帯主とその配偶者のみが働いている世帯 

 

 

夫婦と子供が１人

の世帯 

夫婦と子供が２人

の世帯 

夫婦と子供が３人

以上の世帯 

年間収入（年） 7,582,000 7,385,000 7,334,000

消費支出（月） 342,620 330,677 348,835

消費支出（年） 4,111,440 3,968,124 4,186,020

支 出 ／ 収 入 54.2% 53.7% 57.1%

教育費（月） 26,304 41,659 52,662

 

 

※ 平成２１年度 全国消費実態調査 第Ⅰ－１－１７表 「世帯類型，有業形態，世帯

主の年齢階級別１世帯当たり１か月間の収入と支出」より） 
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結婚に関する意識調査結果
（平成２１年６月　京都市「結婚と出産に関する意識調査」）
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公営住宅と特定優良賃貸住宅の比較について 

 

○入居者資格（所得要件）の比較 

収入分位 公営住宅 
特定優良賃貸住宅 

（現行法※２） （京都市※３） 

10.0%以下 104,000 円以下

本来階層 

 

自治体の裁量 
 

15.0%以下 123,000 円以下

20.0%以下 139,000 円以下

25.0%以下 158,000 円以下

32.5%以下 186,000 円以下

裁量階層 
原 則 

自治体の裁量

－ （200,000 円以下）

40.0%以下 214,000 円以下

原 則 50.0%以下 259,000 円以下 

 
－ （322,000 円以下）

自治体の裁量 
80.0%以下 487,000 円以下 

自治体の裁量
－ （601,000 円以下）  

※１ 中堅所得者等の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅 

※２ 平成２１年度から公営住宅と同様に収入基準額が改正され，上記は改正後の基準。 

※３ 本市の特定優良賃貸住宅は，全て収入基準額の改正前に供給されたものであり， 

この場合，改正前の収入基準が適用される。 

（本市における特定優良賃貸住宅の入居収入基準） 

   ・ 世帯全員の月額所得が１５８，０００円以上６０１，０００円未満であること。 

・ ただし，所得が２００，０００円未満の世帯においては，所得の上昇が見込め

る場合に限る。 

 

○住戸の比較 

 公営住宅※１ 公営住宅※１※２ 特定優良賃貸住宅 

竣工年度 昭和 42 年～平成 18年 平成元年～平成 18年 平成 3年～平成 16年 

住宅規模 33.3㎡～70.9㎡ 50.6㎡～70.9㎡ 50.75㎡～83㎡ 

設
備

浴 室 設置ｽﾍﾟｰｽのみ・あり あり あり 

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ あり・なし あり あり（４階建て以上）

入居者負担額 20,500～76,100 円※３ 48,800～76,100 円※３ 60,200～176,500 円 

 ※１ 公募停止している団地を除く。単身向け，多家族向け等を除く一般向け住宅 

 ※２ 特定優良賃貸住宅と同程度（竣工年度，住宅規模，設備）の住宅 

 ※３ 裁量階層に該当する収入の世帯に適用される家賃額  
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他都市の検討状況（新婚世帯（若年夫婦）の追加） 

 

（平成２４年６月現在） 

○兵庫県 

【要  件】 夫婦の合計年齢が８０歳未満で婚姻成立後２年以内（事実婚， 

婚約者含む） 

【収入基準】 ２５９，０００円以下 

 

○神戸市（検討中） 

【要  件】 夫婦の合計年齢が７０歳以下（婚姻からの経過期間は問わない， 

婚約者含む） 

【収入基準】 ２５９，０００円以下 

 

○京都府（議会提案中） 

【要  件】 夫婦がともに４０歳未満で婚姻から１年未満（婚約者含む，裁 

量階層の対象期間は，入居後１０年間） 

【収入基準】 ２１４，０００円以下 

 

 

※いずれの自治体も，新婚世帯（若年夫婦）に対する優先入居を実施している。 
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ＤＶ被害者・犯罪被害者に対する入居制度の比較 

 

制度 ＤＶ被害者 犯罪被害者 

優先入居 開始年月 平成２４年１月 平成２３年５月 

 

要 件 ＤＶ被害者で，次のいずれ

かに該当するもの 

・婦人相談所の一時保護又

は婦人保護施設の保護が終

了した日から起算して５年

を経過していない者 

・裁判所による退去命令又

は接近禁止命令の効力が生

じた日から起算して５年を

経過していない者 

犯罪により従前の住宅に居住する

ことが困難となったことが明らか

な者で，次のいずれかに該当する

もの 

・犯罪により収入が減少し生計維

持が困難となった者 

・現在居住している住宅又はその

付近において犯罪等が行われたた

めに当該住宅に居住し続けること

が困難になった者 

 

実 績 ２件（単身１件，世帯１件） ０件 

単身入居 

 

可 原則不可 

（ただし，高齢者や障害者等，単

身入居ができる場合として市営住

宅条例で定められている者に該当

する場合は，可） 
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結核の罹患率について（平成２２年） 

 

   

京都市 全 国※２ 

   

平成２１年 平成２２年 平成２２年 

新登録患者数（人） ３４４ ３０４ ２３，２５１

 

罹患率（人口１０万対） ２３．５ ２０．６ １８．２

 

菌喀痰塗抹陽性肺結核患者数（人）※１ １４２ １１６ ９，０１４

  

新登録患者に占める割合 ４１．３ ３８．２ ３８．８

  

罹患率（人口１０万対） ９．７ ７．９ ７．０

※１ 菌喀痰塗抹陽性肺結核 

排菌量が多いと推定され，感染性（感染源となる危険性）が高く，入院が必要とな

る患者とほぼ該当する。 

※２ 全国の数値は平成２３年５月２９日付け厚生労働省健康局の公表による 
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